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Ⅴ部 用語集 

あ 

運用残額 

財政投融資計画に計上された金額のうち、融資や出資などとして使われなかった金額（注）をいいま

す。 

なお、財投債については、財政投融資計画の実績を踏まえ、発行していることから、財政融資資金に

余分な資金が滞留しないようにしています。 

（注）財政投融資計画に計上された金額は、翌年度に繰り越して使うこともできるため、繰越額を除き

ます。 

（関連）「繰越額」 

ALM（Asset Liability Management） 

『資産（Asset）及び負債（Liability）の総合管理』をいい、金融機関などにおいて財務の健全性を

確保するために行われている経営管理手法の一つです。 

（関連）「金利スワップ取引」、「金利変動リスク」、「デュレーション・ギャップ」、「マチュリテ

ィ・ギャップ」 

 

か 

元金均等償還 

償還所要額（元金と利子の合計）のうち、元金を均等に償還する方法をいいます。 

  

（関連）「元利均等償還」、「満期一括償還」 

 

利子
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元利均等償還 

償還所要額（元金と利子の合計）を均等に償還する方法をいいます。 

  
（関連）「元金均等償還」、「満期一括償還」 

銀行等引受資金 

地方債資金のうち、金融機関などから借入れ又は引受けの方法により調達した資金をいいます。 

（関連）「地方債」 

金利スワップ取引 

金利スワップ取引とは、契約者間であらかじめ定めた元本（想定元本）に基づき、変動金利と固定金

利の支払いを交換する取引のことです。 

  例えば、ＡがＢとの間で、変動金利（６ヶ月）受けと固定金利（２年）払いの金利スワップ取引を行

った場合、Ａの資産と負債には、それぞれ変動金利（６ヶ月）と固定金利（２年）のキャッシュフロー

が新たに加わり、デュレーションが変化します。加えて、急激な金利変動が生じた場合に損益の変動を

緩和する効果（ヘッジ効果）も期待されます。  

（関連）「ALM」、「金利変動リスク」、「デュレーション・ギャップ」 

金利変動準備金 

財政投融資特別会計財政融資資金勘定において、将来の金利変動による損失に備えることを目的と

して、当該勘定に生じた利益（企業会計原則に準拠した「発生主義」に基づいて計算）を積み立てたも

のです。 

貸借対照表上、繰越利益のうち、（１）当該年度末における財政融資資金勘定の資産の合計額の

50/1000 に相当する額以下の部分を「金利変動準備金」、（２）繰越利益がこの額を超える場合、当該

超える部分は、「別途積立金」として区分表示することとしています。 

金利変動準備金の上限については、平成 19年度（2007年度）で郵便貯金・年金積立金の預託金の払

戻しが概ね終了し、財投債によって幅広い年限での調達を行うことにより、運用と調達の期間を合わ

せやすくなった結果、財政融資資金の金利変動リスクが減少したことを受けて、平成 20年度（2008年

元金
元金 元金
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度）に、財政融資資金勘定の総資産の 100/1000から 50/1000に引き下げました。 

なお、「積立金」は現金主義に基づくものであり、発生主義に基づく繰越利益（金利変動準備金）と

は等しくならないことに注意する必要があります。積立金の額は、歳入歳出決定計算書に「積立金明細

表」として記載されています。 

（関連）「金利変動リスク」、「積立金」、「発生主義」、「現金主義」 

金利変動リスク 

金利の変動によって、損益が変動するリスクをいいます。例えば、負債の借換が生じた際に、従前よ

り高い金利で資金を調達することとなった場合、調達金利が貸付金利を上回り（逆ざや）、損失を被る

可能性があります。 

なお、財政投融資特別会計においては、財政投融資改革以降の ALM により金利変動リスクを減少さ

せてきましたが、貸付の大半が元金均等又は元利均等償還型のキャッシュフローであるのに対して、

調達が満期一括償還型のキャッシュフローであることから、マチュリティ・ギャップを完全に解消す

ることは困難であり、現在でも一定の金利変動リスクを負っています。 

（関連）「ALM」、「金利スワップ取引」、「金利変動準備金」、「デュレーション・ギャップ」、「マ

チュリティ・ギャップ」 

繰越額 

財政投融資計画に計上された金額のうち、対象事業の進捗などに併せて翌年度に融資や出資などと

して使われる予定の金額をいいます。 

（関連）「運用残額」 

現額 

補正予算などによる改定を含め、当該年度の財政投融資計画額と前年度からの繰越額を合計したも

のを指します。 

（関連）「資金年度」、「繰越額」 

現金主義 

現金の授受すなわち収入、支出の時をとらえて整理計算し、そのときをもって損益の発生として認

識し計上する基準をいいます。 

（関連）「発生主義」 
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さ 

財政制度等審議会財政投融資分科会 

財政制度等審議会は、国の財政全般の在り方を検討する財務大臣の諮問機関であり、同審議会に財

政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金に関する重要事項の調査審議などを所掌する財政投

融資分科会が設置され、学識経験等のある委員によって構成されています。 

この財政投融資分科会では、「財政融資資金法」に基づき毎年度の「財政融資資金運用計画」、「財

政投融資計画」についてあらかじめ意見を述べるとともに、当該年度経過後の７月 31日までに「財政

融資資金運用報告書」の提出を受けることとなっています。 

 また、この他にも、諸外国における財政投融資類似制度の調査結果や政策コスト分析結果、財投機関

に対する実地監査結果など、財政投融資制度に関する様々な議題について調査審議がなされています。 

（関連）「財政投融資計画」、「財政融資資金運用計画」 

財政投融資改革 

財政投融資制度については、平成 13年度（2001 年度）に抜本的な改革（財政投融資改革）が行われ

ました。 

この改革以前は、「資金運用部資金法」（「Ⅰ－５－（１）財政融資制度の沿革」参照）に基づき、

郵便貯金や年金積立金が資金運用部資金に義務的に預託されており、財政投融資の主要な資金調達手

段となっていました。郵便貯金や年金積立金などを活用した財政投融資は、国内の貯蓄を社会資本の

整備などに効率的に活用する財政政策手段として我が国の経済発展に貢献してきたと考えられます

が、政策的に必要とされる資金需要とは関係なく原資が集まることで財政投融資の規模が肥大化し、

効率的な運用が行われていないなどの問題が指摘されていました。 

財政投融資改革は、こうした点を踏まえ、財政投融資制度をより効率的で市場原理と調和のとれた

ものとするために行われました。 

具体的な改革の内容については、まず、財政投融資の資金調達のあり方について、郵便貯金・年金積

立金の資金運用部への預託義務が廃止され、全額自主運用（原則市場運用）される仕組みへと改められ

ました。財政投融資に必要な資金は、財投債の発行により市場から調達されることとなり、これによ

り、必要な資金需要に応じた効率的な資金調達を行うことが可能となりました。同時に、貸付金利は国

債金利と基本的に同水準となりました。 

さらに、財投機関が行う財政投融資対象事業についても民業補完の観点から事業を見直し、また、財

投機関においても必要な事業の資金調達については、財投機関自身が財投機関債の発行により市場で

の自主調達に努めることとなりました。 

このほか、政策コスト分析を導入しました。これは、財政投融資のディスクロージャーの観点から、

財政投融資を活用している事業について政策コスト（将来見込まれる補助金や出資金の機会費用など）
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がどの程度生じるかを明らかにすることで、財政投融資対象事業の妥当性や財投機関の財務の健全性

に関する情報の充実を図ったものです。 

財政投融資計画 

財政投融資は、政府による資源配分として重要な機能を持っており、長期にわたる投融資活動は、国

民生活に大きな影響を与えると考えられます。 

財政融資、産業投資、政府保証はそれぞれ異なる仕組み、特徴を持っていますが、政府が政策的見地

から行う投融資活動という点では共通しており、統一性・一覧性をもったものとして全体を整理する

必要があります。 

そのため、「財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律」（長期運用法）第５条に基づ

き、財政融資（期間５年以上）、産業投資（出資及び期間５年以上の貸付け）、政府保証（期間５年以

上）のそれぞれの予定額を、財投機関ごとに計上した財政投融資計画を毎年度策定しています。 

財政投融資特別会計 

財政投融資特別会計は、財政融資資金の運用と産業投資に関する経理を明確にするために設置され

ている国の特別会計の１つです。この特別会計は、特別会計改革の方向性を示した行政改革推進法を

踏まえ、「特別会計に関する法律」（特別会計法）により、平成 20年度（2008年度）に、財政融資資

金特別会計と産業投資特別会計の産業投資勘定を統合して設置されました。 

財政投融資特別会計は、財政融資資金の運用に関する経理を行う財政融資資金勘定、産業投資に関

する経理を行う投資勘定、特定国有財産整備勘定に区分されています。 

このうち、財政融資資金勘定は、財政融資資金の資金運用収入や公債金（財投債）を主な歳入とし、

財投債などの償還・利払い（国債整理基金特別会計への繰入れ）や、財政融資を行うための財政融資資

金への繰入れを主な歳出としています。なお、財政投融資計画における財政融資（令和８年度計画：12

兆 7,162 億円）は、財政融資資金の長期運用予定額として特別会計予算総則に明記されます。 

投資勘定は、（株）国際協力銀行からの国庫納付金や当勘定が保有する NTT 株、JT 株の配当金など

を主な歳入とし、産業投資支出（令和８年度計画：5,003 億円）を主な歳出としています。 

財政融資資金勘定と投資勘定の毎年の予算書には、企業会計原則に準拠した発生主義に基づいて作

成された損益計算書と貸借対照表が添付されています。 

（関連）「財政融資資金特別会計（旧）」、「産業投資特別会計（旧）」 

財政融資 

財政融資とは、財投債の発行により調達された資金や、預託金（政府の特別会計等から預託された積

立金・余裕金）などによって構成されている財政融資資金を用いて、国の特別会計や地方公共団体、政

府関係機関、独立行政法人などに対して主に「長期・固定・低利」で行われる融資です。 

財政融資資金は、財政投融資特別会計の財政融資資金勘定において経理されています。 
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財政融資の対象は、政策的必要性が高く、かつ償還確実性のある事業となります。また、「財政融資

資金法」第１条において、財政融資資金の運用は「確実かつ有利」に行うことが求められていることか

ら、財政融資資金の運用先は、同法第 10 条において、資金の安全性及び公共性の確保を図るため国や

地方公共団体、政府関係機関などに限定されています。 

（関連）「財政投融資特別会計」、「財政融資資金」、「財政融資資金運用計画」、「財政融資資金特

別会計（旧）」 

財政融資資金 

財政融資を行うための原資（財源）です。 

財政融資資金は、財投債（国債）や特別会計の積立金（注）などの国の信用により集められた資金を

統合管理し、その資金を確実かつ有利な方法で運用することにより公共の利益の増進に寄与すること

を目的として「財政融資資金法」により設置されており、昭和 26年度（1951 年度）に設置された資金

運用部資金を前身とし、平成 13 年度（2001年度）の抜本的な財政投融資改革に伴い名称が財政融資資

金に改められたものです。 

 また、財政融資資金の運用に関しては、財政投融資特別会計財政融資資金勘定で経理されています

が、同勘定は一般会計（＝税財源）からの繰入れを行わない独立採算で運営されています。 

（注）年金特別会計の国民年金勘定及び厚生年金勘定に係る積立金を除く。 

（関連）「財政融資」、「財政融資資金運用計画」 

財政融資資金運用計画 

当該年度における財政融資資金の運用計画額を定めたもので、「財政融資資金法」に基づき、財政制

度等審議会財政投融資分科会の意見を聴いた上で財務大臣により決定されています。 

（関連）「財政融資」、「財政融資資金」 

財政融資資金証券 

財政融資資金に属する現金に不足があるとき、財政投融資特別会計の財政融資資金勘定の負担にお

いて発行し、一時不足額を補足することができる政府短期証券をいいます。 

発行限度額については予算をもって国会の議決を経なければならず、１年以内に償還しなければな

らないとされています。 

財政融資資金特別会計（旧） 

財政融資資金の運用に関する経理を一般会計と区分して明確にするために設置された特別会計を指

します。 

昭和 26年度（1951 年度）に資金運用部資金の運用に伴う歳入歳出を一般会計と区分して経理するた

め設置された資金運用部特別会計を前身としており、平成 13年度（2001 年度）の財政投融資改革に伴
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い、財政融資資金特別会計に改称されました。 

なお、特別会計改革の結果、平成 20 年度（2008年度）から産業投資特別会計産業投資勘定が財政融

資資金特別会計に移管され、名称を財政投融資特別会計とし、財政融資資金特別会計（旧）は、財政投

融資特別会計財政融資資金勘定になりました。 

（関連）「財政投融資特別会計」、「財政融資」、「財政融資資金」 

財投機関 

財投機関とは、当該年度に財政投融資を活用している機関を指します。 

財政投融資には、具体的な資金供給の手法として、財政融資、産業投資、政府保証の３つの方法があ

りますが、それぞれ対象が異なります。 

財政融資については、「財政融資資金法」第 10条に基づいて、国の特別会計や地方公共団体、政府

関係機関、独立行政法人・特殊法人など（特別の法律により設立された法人で民間からの出資を受けて

いないもの）が対象となります。 

産業投資については、「産業の開発及び貿易の振興」の目的に合致し、国からの出資・収益還元に必

要な規定を備えている政府関係機関や独立行政法人などが対象となります。 

政府保証については、基本的に、それぞれの設立法において政府保証を受けることができる旨の規

定が存在する政府関係機関や独立行政法人などが対象となります。 

財投機関債 

財投機関債は、財投機関が民間の金融市場において発行する債券のうち、政府が元本や利子の支払

いを保証していない公募債券のことをいいます。平成 13年度（2001年度）の財政投融資改革において

導入され、財投機関の資金調達手段の一つとなっています。発行体の信用力に依存した普通社債

（Straight Bond）と、担保となる資産の信用力に依存した資産担保証券（Asset Backed Securities）

の二種類に大別されます。 

（関連）「財投機関」、「資産担保証券（ABS）」 

財投債（財政投融資特別会計国債） 

財政融資資金の運用財源に充てるために、国が発行する債券（国債）をいいます。財投債の発行収入

は、財政投融資特別会計財政融資資金勘定の歳入の一部となり、歳出として財政融資資金に繰り入れ

られます。 

商品性は通常の国債と同じで、発行も通常の国債と合わせて行われているので、金融商品として見

た場合、通常の国債と全く変わりません。また、発行限度額について国会の議決を受けている点でも通

常の国債と同じであり、各年度の国債発行計画の中においても国債の一種として位置付けられていま

す。 

ただし、財投債は、その発行によって調達された資金が財政融資資金の貸付けの財源となるととも
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に償還が財政融資資金の貸付回収金によって賄われる点で、一般会計などの歳出の財源となり償還が

租税などによって賄われる通常の国債とは異なります。なお、財投債は、国際連合が定めた経済指標の

統一基準に基づいた国民経済計算体系（SNA）（注１）上も一般政府の債務には分類されません。また、

「国及び地方の長期債務残高」（注２）にも含まれません。 

（注１）「国民経済計算体系（SNA）」とは、経済統計を各国が共通の基準に基づいて作成するために国

際連合が作成した基準です。国民経済を構成している家計、企業、政府の３部門はそれぞれ経

済取引を通じて互いに関連しながら経済活動を営んでいます。このほかに、国民経済は貿易

や資本取引によって海外の経済活動とも結びついています。このような国民経済の構造・循

環をとらえる仕組みが「国民経済計算体系（SNA）」です。その中で、公的部門は一般政府と公

的企業に分類されており、公的企業の債務は一般政府の債務には含まれません。現在、財政融

資資金は公的企業に分類されており、そのため財投債は一般政府の債務には含まれません。 

（注２）「国及び地方の長期債務残高」とは、利払・償還財源が主として税財源により賄われる長期債

務を国・地方の双方について集計したものです。 

（関連）「財政融資」、「財政融資資金」 

財務状況把握 

財務状況把握とは、財政融資の償還確実性を確認する観点から、地方公共団体の財務状況（債務償還

能力と資金繰り状況）を把握するものであり、また、ヒアリング実施団体に対して財務状況把握の結果

概要（診断表）の交付により、地方公共団体に対する財務健全化に関するアドバイス（情報提供等）や

財務状況悪化に対する事前警鐘の役割も担っています。 

（関連）「財務状況把握の結果概要（診断表）」 

財務状況把握の結果概要（診断表） 

財務局・財務事務所などにおいて、財務状況ヒアリングを実施した地方公共団体の財務状況などを

当該地方公共団体に対して提示するために、図やグラフを用いて分かりやすく示した文書のことをい

います。 

（関連）「財務状況把握」 

産業投資 

産業投資とは、（株）国際協力銀行からの国庫納付金や財政投融資特別会計投資勘定が保有する NTT

株、JT 株の配当金などを原資として行う投資（主として出資）です。 

産業投資は、財政投融資特別会計の投資勘定において経理されています。 

産業投資は、産業の開発及び貿易の振興を目的としており、政策的必要性が高く、リターンが長期的

に期待できるものの、リスクが高く民間だけでは十分に資金が供給されない分野に、民間資金の呼び

水・補完としてのエクイティ性資金などを供給する産投機関に対する出資及び貸付を行っています。 
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なお、投資対象は、ガバナンスや収益性の観点から、政府の監督権限及び政府出資規定等を有する特

別法により設置される法人に限定しており、その際、法律に国庫納付規定、配当規定又は利益分配規定

のいずれかを設けています。 

（関連）「財政投融資特別会計」、「産業投資特別会計（旧）」 

産業投資特別会計（旧） 

昭和 28年度（1953年度）に、「経済の再建、産業の開発及び貿易の振興」を目的とした投資（産業

投資）を行い、その経理を一般会計と区分して明確にするために設置された特別会計を指します。 

（注）その後、昭和 62 年度（1987年度）に、社会資本整備の促進を図るため NTT株式の売却収入を活

用した無利子貸付制度が創設されたことに伴い、産業投資勘定及び社会資本整備勘定に区分されまし

た。さらに、特別会計改革の結果、平成 20年度（2008年度）に産業投資勘定は財政融資資金特別会計

に移管され、名称を財政投融資特別会計とした上で投資勘定になりました。 

また、社会資本整備勘定は廃止され、一般会計へ移管されています。 

（注）なお、当初目的の一つに規定されていた「経済の再建」は、昭和 60年度（1985 年度）に行われ

た改正により削除されました。 

（関連）「財政投融資特別会計」、「産業投資」 

資金年度 

予算の一部として国会に提出された財政投融資計画の年度のことを指します。 

資金年度を基準に計数を整理する場合、各年度の実績は、財政投融資計画の年度内に融資や出資な

どとして使われたものに加え、繰越により翌年度に使われたものを含みます。 

（関連）「現額」 

資産担保証券（ABS） 

資産担保証券（Asset Backed Securities）とは、企業などが資金調達などのために利用する金融商

品のうち、企業などの信用力に依存せず、企業などが保有する資産（金銭債権、動産、不動産など）の

信用力を裏付けとして元利払いが行われる金融商品をいいます。 

財投機関では、（独）住宅金融支援機構が民間金融機関の住宅ローン債権を買い取り、当該債権を信

託銀行などに信託することでこれを担保に債券を発行し、資金調達を行っています。 

（関連）「財投機関」、「財投機関債」 

市場公募資金 

地方債資金のうち、広く投資家に債券購入を募る方法により調達した資金をいいます。全国型市場

公募地方債においては、地方公共団体が単独で発行する個別発行に加えて発行ロットを大型化するこ

とで発行コストの低減や安定的な調達などを図るため、平成 15年度（2003年度）から共同発行が実施
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されています。このほか、地方債の個人消化と公募化を通じて資金調達手法の多様化を図るとともに、

住民の行政への参加意識の高揚を図るため、全国型市場公募地方債以外に、平成 14年（2002 年）3月

以降「住民参加型市場公募地方債」の発行が実施されています。 

 

 

（関連）「地方債」 

実地監査 

[法人等実地監査・スポット監査] 

法人等実地監査は、財政投融資の対象事業を行う独立行政法人などに対し、公的資金の貸し手とし

ての視点から、①財政投融資の対象事業にふさわしい政策的意義、②財務の健全性・償還確実性、③資

金の適正な執行などの実態について確認するものであり、監査結果については、毎年度の財政投融資

計画編成時の審査に活用しています。平成 17年度（2005 年度）に開始し、延べ 81機関（令和８年（2026

年）６月現在）に実施し、問題点などを指摘して改善を求めています。 

また、平成 22年度（2010 年度）からは、財政投融資の PDCA サイクルを強化する観点から、従来の

実地監査に加えて時々の重要テーマや政策効果の検証などにポイントを絞った監査（スポット監査）

を導入しています。 

 

[地方公共団体実地監査] 

地方公共団体に対する実地監査は、全国の財務局・財務事務所などに配置された資金実地監査官な

どが、貸付先である地方公共団体に赴き、①貸付資金の使用状況及び事業の成果、②地方公営企業の経

営状況などを確認するものです。 

平成 20年度（2008年度）以降は、財政投融資分科会においてとりまとめられた「財政投融資改革の

総点検フォローアップ」（平成 17年（2005 年）12月）を受け、従来から実施していた地方公共団体に

対する貸付資金の使用状況などの確認に加え、地方公営企業の経営状況の把握及び評価を開始し、こ

れに重点をシフトしています（令和７年度（2025年度）実施先数：249企業）。病院、上下水道事業の

地方公営企業は、人口減少などにより施設設備を縮小・統合せざるを得なくなるとともに、施設の老朽

化に伴い維持更新が重要な課題となっています。 

市場公募地方債
全国型
市場公募地方債

住民参加型
市場公募地方債

・個別発行型

・共同発行型
（複数の地方公共団体が連名で連帯債務を負う方式において発行する債券）

（全国的に幅広い投資家による購入を募る債券）

（地域住民を中心に購入を募る債券）
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こうした状況に的確に対応するため、地方公営企業の経営状況を把握することで、今後の施設維持

更新を含む収支計画の把握、キャッシュフローと債務残高に着目した監査を行うなど、地方監査の充

実を図っています。また、監査において把握した経営課題に対し、セミナーの開催等を通じて地方公共

団体の課題解決に向けた取組を支援しています。 

資本性劣後ローン 

金融機関が借り手の財務状況などを判断するに当たって、負債ではなく、資本とみなすことができ

る借入金のことです。 

償還確実性 

財政投融資の審査を行う上でのポイントの一つです。財投機関は、確実に債務の償還を行うことが

できる必要があります。 

（関連）「民業補完性」 

証券化（財政融資資金貸付金の証券化） 

一般に証券化とは、不動産や債権などキャッシュフローを生み出す資産を裏付けとして証券を発行

し、それを投資家に販売することを通じて、当該資産の保有者が資金調達を行う金融手法のことです。 

財政融資資金貸付金の証券化については、行政改革推進法において、国の資産は平成 27年度（2015

年度）末の国の資産規模対 GDP 比の半減を目安とすることが規定され、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針 2006」において、約 140 兆円規模（うち財政融資資金貸付金残高は 130兆円超）の圧

縮を図るため、財政投融資改革の継続に加えて、追加的努力のひとつとして、既往の貸付金・保有有価

証券の売却・証券化によるオフバランス化を行うこととされました。当該証券化は平成 19年度（2007

年度）から開始しましたが、信用リスクプレミアムなどの上乗せや証券会社などへの手数料支払によ

り、相当程度のコストが発生しました。その後、いわゆるリーマン・ショックによる金融市場の混乱や

証券化市場の低迷などを理由に、平成 21 年度（2009年度）以降は起債を見合わせています。こうした

中、証券化には相当程度のコストが発生することや証券化市場に回復の兆しが見られないことに加え

て、証券化のメリットであるマチュリティ・ギャップの縮小は、財投債の発行年限の調整や買入消却に

より確保されることから、財政融資資金貸付金残高の圧縮や金利変動リスクの観点から特に必要とさ

れない限り、今後は、貸付金の証券化は基本的に実施しない（当初予算計上は行わない）方針としてい

ます。 

剰余金（財政投融資特別会計財政融資資金勘定の剰余金） 

一般に剰余金は、国の会計上で、毎会計年度末における歳入（収納済額）から歳出（支出済額）を控

除した残額（歳計剰余金）をいいます。 

財政融資資金勘定の剰余金は、これまでの貸付債権の利子収入等から財投債の利払い等を差し引い
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たものです。従来は、市場金利が低下し、低金利で財投債による資金調達を行うことができた一方、過

去の比較的高金利の長期貸付が残っていたことにより剰余金が生じていました。しかしながら、近年

は、貸付金の償還による運用利回りの低下と調達コストの差の縮小により、決算上の不足が生じてい

る年度もあり、剰余金が生じた場合は、「特別会計に関する法律」（特別会計法）第 58条第１項に基

づき、積立金として積み立て、決算上歳入不足が生じた場合は、同条第２項に基づき、積立金から補足

することとなっています。なお、同条第４項において、剰余金の一般会計繰入れ規定（同法第８条第２

項）が適用除外とされています。 

（関連）「金利変動リスク」、「積立金」 

据置期間 

借入日以降、元金を償還せず、利子のみを支払う期間をいいます。 

 

政策コスト分析 

一定の前提条件に基づいて財投機関ごとに将来収支を推計した上で、下記の計算式によって得られ

る金額を「政策コスト」として公表し、財政投融資制度のディスクロージャーを推進する取り組みで

す。 

 

元金

元利金の支払期日

償
還
所
要
額
（

元
金
及
び
利
子
の
合
計
）

利子

（据置期間のイメージ）

利子 利子

据置期間

利子

元金

利子
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政府保証 

政府保証とは、政府関係機関・独立行政法人などが金融市場で発行する債券や借入金を対象に、政府

が元利払いに対して行う保証です。これにより、財投機関は事業に必要な資金を円滑かつ有利に調達

することが可能となります。 

政府保証は、国にとってバランスシートに計上されない債務であることに加え、財政投融資改革に

より財投債（政府保証より低利な国債）で調達した財政融資資金の貸付けが導入されたことから、でき

る限り抑制する方向で対応しています。 

具体的には、「財政投融資を巡る課題と今後の在り方について」（平成 26年(2014 年)）を踏まえ、

政府保証については引き続き個別に厳格な審査を行うことに加え、その執行に当たっても、資金需要

に応じた管理を行うこととしています。 

 

た 

弾力条項 

「特別会計に関する法律」（特別会計法）の規定に基づき、予算総則において予め国会の議決を経た

範囲内で、年度中において各特別会計の経費を増額する必要が生じた場合に収入の増加を確保するこ

とができるときは、その確保することができる金額を限度として支出の増加を認めるものです。 

また、財政投融資計画を構成する財政融資資金の長期運用予定額及び政府保証の限度額についても、

経済事情の変動などに応じ機動的かつ弾力的に対処するため、予算総則において、その定める範囲内

で増額することができる旨が規定されています。 

地方公営企業 

公共の福祉の増進を目的として、地方公共団体が特別会計を設けて経営する企業です。事業例とし

ては、上下水道、病院、交通事業などがあり、全国で 7,916 事業あります（令和 6年度（2024年度）

末時点）。 

地方公営企業は、独立採算の原則に基づき運営されており、受益者からサービスの対価として回収

した料金や使用料などを財源として、継続的なサービスを提供しています。 

地方公共団体金融機構資金 

地方公共団体金融機構が債券発行により調達した資金を原資とするものをいいます。地方公共団体

金融機構は、全都道府県・市区町村等からの出資により設立され、地方公共団体に対し長期かつ低利の

資金を融通しています。 
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地方債 

地方債とは、地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担する債務

で、その履行が一会計年度を超えて行われるものをいいます。地方債による資金調達は原則として、公

営企業の経費や建設事業費の財源を調達する場合など、「地方財政法」第５条に掲げられる場合におい

て行うことが可能となっています。 

地方債の資金調達先は、大きく分けて、公的資金（財政融資資金など・地方公共団体金融機構資金）

と民間等資金（市場公募資金・銀行等引受資金）に分けられます。公的資金のうち、財政融資資金は、

地方公共団体向けの財政融資として財政投融資計画に計上されます。 

 

地方債による資金調達については、地方公共団体の自律的な財政運営を促す観点から、民間等資金

によることが基本とされており、財政投融資改革以降、地方公共団体の資金調達能力と資金使途に着

目した重点化を推進したことにより財政融資資金の割合は低下し、一方で市場公募資金などの民間等

資金の割合は上昇しました（「地方債の市場化」）。 

（関連）「銀行等引受資金」、「地方債計画」 

地方債計画 

地方債の発行予定額などを示した年度計画をいい、総務大臣が財務大臣に協議の上、毎年度策定・公

表しています。 

「地方債計画」については、総務省ホームページをご参照ください。

（ https://www.soumu.go.jp/iken/02zaisei02_04000117_00002.html ） 

（関連）「地方債」 

積立金（財政投融資特別会計財政融資資金勘定の積立金） 

財政融資資金勘定においては、毎会計年度の決算上剰余金が生じた場合、財政融資資金勘定の財務

の健全性を確保するために積立金として積み立て（「特別会計に関する法律」（特別会計法）第 58 条

第１項）、将来生じうる損失に備えることとしています。 

特別会計法では、積立金が財務の健全性を確保するために必要となる水準（「特別会計に関する法律

施行令」第 45条）を超える場合には、予算で定めるところにより、国債整理基金特別会計に繰り入れ

ることができるとされています（同法第 58条第３項）。 

なお、「積立金」は現金主義に基づくものであり、発生主義に基づく「金利変動準備金」とは等しく

https://www.soumu.go.jp/iken/02zaisei02_04000117_00002.html
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ならないことに注意する必要があります。 

（関連）「金利変動準備金」、「金利変動リスク」、「現金主義」、「剰余金」 

デュレーション・ギャップ 

資産（貸付金の回収など）又は負債（財投債の償還など）から生じる将来キャッシュフローを現在価

値に換算し、そのキャッシュフローが生じるまでの期間を現在価値のウェイトで加重平均したものを

デュレーションといい、資産または負債の平均残存期間を示しています。 

デュレーション・ギャップとは、資産と負債のデュレーションの差をいいます。このギャップがある

場合、金利変動による現在価値の変動幅が資産と負債で異なるため、金利変動リスクが生じることに

なります。 

 

キャッシュフローのパターンとデュレーションとの関係について（イメージ） 

 
（関連）「ALM」、「金利スワップ取引」、「金利変動リスク」、「マチュリティ・ギャップ」 

は 

発生主義 

現金の授受にかかわらず、財貨・役務の経済価値の増加減少の事実が発生した時に、収益及び費用を

認識し計上する基準をいいます。 

財政投融資特別会計については、平成 13年度（2001 年度）以後、財務状況を明らかにする観点から

「発生主義」に基づく損益計算書、貸借対照表を作成しています。 

（関連）「現金主義」 
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PFI（Private Finance Initiative） 

公共施設など（空港、公園、教育文化施設など）の建設、維持管理、運営などに民間の資金、経営能

力及び技術的能力（ノウハウ）を活用することにより、国や地方公共団体などが直接実施するよりも効

率的かつ効果的に公共サービスを提供する手法のことです。 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI 法）に基づき実施されて

います。 

 

ま 

マチュリティ・ギャップ 

各期間における資産（貸付金の回収など）及び負債（財投債の償還など）の満期額の差を、マチュリ

ティ・ギャップといいます。このギャップがある場合、資産の再運用と負債の再調達の時期にズレがあ

るため、金利変動リスクが生じることとなります。 

 

 

 

（関連）「ALM」、「金利変動リスク」、「デュレーション・ギャップ」 

 

 

 

 



 
 

93 
 

 
 
 
 
 
 

満期一括償還 

元金の全額を最後の支払期日に償還する方法をいいます。なお、財投債をはじめとする利付債の償

還方法は、満期一括償還です。 

 

 

（関連）「元金均等償還」、「元利均等償還」 

民業補完性 

財政投融資の審査を行う上でのポイントの一つです。財投機関の行う事業は、民間だけでは対応が

困難な分野・事業である必要があります。 

（関連）「償還確実性」 

 

や 

預託金 

特別会計などから財政融資資金に預けられた資金をいいます。各特別会計の積立金（注）や余裕金

（支払い上余裕が生じた現金）などは、財政融資資金に預託され、統合管理されています。 

なお、預託金には、契約上の預託期間に応じ、国債利回りに即した利子が付されます。 

（注）年金特別会計の国民年金勘定及び厚生年金勘定に係る積立金を除く。 

（関連）「財政融資資金」 

（満期一括償還のイメージ）

利子 利子 利子

利子

元利金の支払期日

償
還
所
要
額
（

元
金
及
び
利
子
の
合
計
）

元金

利子




